予算要求資料
平成31年度当初予算　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：園芸特産物対策費　　　
	事業名　果樹経営支援対策推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　農政部　農産園芸課　野菜果樹特産係　電話番号：058-272-1111（内2866）

　　　　　　　E-mail： c11423@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　800千円（前年度予算額：800千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	800

	要求額
	800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	800

	決定額
	800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	800


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・果樹産地においては、担い手の高齢化、単価の低迷、放任園の増加による栽培面積の減少等、産地の弱体化が懸念される。
・果樹を代表する柿は、全国有数の産地として消費者や市場から高い評価を得ているが、更なる産地の発展を目指す必要がある。

・県を代表する恵那地域のクリ産地では、栗きんとんに代表される加工品の評価が高いが、加工品の原料となる栗の地元産の割合は少ない。

・平成３９年のリニア中央新幹線開業は、恵那地域特産の栗を地域資源として売り出す絶好の機会である。
（２）事業内容
　・産地毎に、関係機関で組織する産地協議会により、産地が目指す具体的な姿を定める『果樹産地構造改革計画』の策定や見直しを通じた構造改革を推進
・高品質な果実を生産するため、国の「果樹経営支援対策事業」を活用した優良品種への転換を推進
・袋掛け富有柿、果宝柿、天下富舞など特徴ある柿の安定生産に向けた現地栽培実証、技術研修会の開催

・恵那地域の栗の生産組織・市・ＪＡ等による連携会議を通じて栗の郷づくりの推進体制を整備
（３）県負担・補助率の考え方

　本県果樹農業の振興対策を、県が負担し推進することは妥当。
（４）類似事業の有無
無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	172
	・事業推進会議、栗の郷づくり連携会議にかかる業務旅費

	需用費
	484
	・柿、栗の品質検討、調査研究にかかる資材購入等

	役務費
	53
	・事業推進にかかる通信運搬費

	使用料及び賃借料
	91
	・カキ品質調査に係る機器使用料等

	合計
	800
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・ぎふ農業・農村基本計画
・岐阜県果樹農業振興計画
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	○産地ごとの取り組み

産地協議会の設立と産地計画の策定・実践に取り組むことで、果樹産地の活性化を図る。そのため、国や県の事業を活用した優良品種への改植・新植を推進し、収益向上・生産拡大につなげる。
○品目別の取り組み

カキ：県が開発した中生の新品種の導入を促進し、早生品種から晩生品種までのリレー出荷体制を確立する。

クリ：恵那地域特産の栗を地域資源として売り出すため、恵那地域全体をテーマパークに見立てた「栗の郷」づくりの推進を図るとともに、地元産の加工向け栗の供給量の向上を推進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	【かき】新品種「ねおスイート」作付面積
	－
（H26）
	（H  ）
	（H  ）
	5ha
（H29）
	5ha

（H32）
	100.0％
  

	【くり】地元菓子業者への供給量
	134t
（H26）
	（H　）
	（H  ）
	205t
（H29）
	200t

（H32）
	102.5％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・果樹経営支援対策事業（国事業）等を活用した優良品種への改植を推進。

・新たな果樹産地協議会の設立及び果樹産地計画の策定を推進

・袋掛け富有柿の高品質安定生産技術、クリ超低樹高栽培技術等、研修会での技術普及推進。

・県オリジナル新品種組み合わせ等によるクリの生産拡大のための検討。


（前年度の成果）

	・果樹経営支援対策事業（国事業）活用した改植

・検討会議や現地研修会の実施による栽培技術の普及及び生産量の拡大




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	担い手の高齢化や単価の低迷による所得減少などが原因でモチベーションが低下しており、結果として放任園の増加、宅地化等による栽培面積の減少を招いていることから、果樹産地構造の改革による産地の活性化が急務である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	果樹は永年生作物であるため、取り組みの効果が現れるのに時間がかかることから、今後も継続的に支援に取り組んでいく必要がある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	品目ごとの解決すべき課題は異なっているため、品目ごとに対策・アプローチを検討、推進し、きめ細かな対応を行っていく必要がある。


（今後の課題）

	それぞれの果樹産地において、各関係機関が連携して、産地協議会の設立及び産地計画の策定に取り組み、品目ごと・産地ごとに解決すべき課題に取り組む。


（次年度の方向性）
	　今後とも国事業（果樹経営支援対策事業等）の活用促進を図るとともに、品目毎に産地の構造改革・活性化に向け栽培技術の確立指導、また普及促進ＰＲに係る積極的な取組みを推進していく。


